
廃棄物処理施設整備計画の策定について

• 廃棄物処理法基本方針に即して、５年間の計画期間に係る廃棄物処理施設整備事業
の目標及び概要を定め、閣議で決定するもの（廃棄物処理法第５条の３）。

• 今般、 2023年度から2027年度までの５年間を計画期間とする新たな廃棄物処理施設
整備計画（以下「新計画」という。）を策定した。

廃棄物処理施設整備計画とは

新計画のポイント

⚫ 気候変動への対応について、「2050年カーボンニュートラルにむけた
脱炭素化」の視点を新たに記載し、対策内容を強化。

⚫ 「３Ｒ・適正処理の推進」については、災害時含めその方向性を堅持するとともに、
「循環型社会の実現に向けた資源循環の強化」の視点を追加。

⚫ 「地域循環共生圏の構築に向けた取組」の視点を、上記の脱炭素化や廃棄物処理施
設の創出する価値の多面性に着目しつつ深化。

脱炭素化・資源循環
の一体的推進
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主な記載内容

１．基本的理念

（１） 基本原則に基づいた３Ｒの推進と循環型社会の実現に向けた資源循環の強化

（２） 災害時も含めた持続可能な適正処理の確保

（３） 脱炭素化の推進と地域循環共生圏の構築に向けた取組

＜ポイント＞

⚫ 廃棄物の排出抑制、循環的利用、適正処分の確保を推進しつつ、Renewableの 
取組や循環経済への移行の重要性も踏まえ、資源循環の取組を強化し、         
循環型社会の実現を目指す。

⚫ 施設の長寿命化・延命化、広域化・集約化、老朽化した施設の適切な更新・改良
等を推進し、地域単位で一般廃棄物処理システムの強靭性を確保する。人口    
減少を見据え、将来にかかるコストを可能な限り抑制するよう計画的に進める。

⚫ 廃棄物分野は他分野も含めた温室効果ガス排出量の削減に貢献可能。2050年
カーボンニュートラルに向けてさらなる排出抑制の取組による焼却等に伴う       
温室効果ガスの削減、熱回収の高度化、将来的にはCCUS等の技術の導入     
により、脱炭素化の推進が期待される。
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３

主な記載内容

２．廃棄物処理施設整備及び運営の重点的、効果的かつ効率的な実施

（１） 市町村の一般廃棄物処理システムを通じた３Ｒの推進と資源循環の強化

（２） 持続可能な適正処理の確保に向けた安定的・効率的な施設整備及び運営

（３） 廃棄物処理・資源循環の脱炭素化の推進

（４） 地域に多面的価値を創出する廃棄物処理施設の整備 

（５） 災害対策の強化

（６） 地域住民等の理解と協力・参画の確保

（７） 廃棄物処理施設整備に係る工事の入札及び契約の適正化

＜ポイント＞

⚫各素材の資源循環を強化し、廃棄物分野からの素材・原料等の供給により、３Ｒ＋Renewableを
はじめとする循環経済への移行やライフサイクル全体における温室効果ガスの排出削減に貢献。
必要に応じデジタル技術も活用。

⚫長寿命化・延命化等を含めた維持管理や計画的・合理的な施設整備により、建設・維持管理・解体
に係るトータルコストの縮減、更新需要の平準化等の一層の推進が必要。

⚫より一層の広域化・集約化やバイオマスの利活用、地域産業等と連携した熱利用など地域の  
特性に応じた効果的なエネルギー回収技術を導入。３Ｒ＋Renewableを進めてもなお残る       
温室効果ガス排出に対してCCUSやカーボンリサイクル技術等の普及も念頭に今後の技術動向
への柔軟な対応が求められる。

⚫廃棄物処理施設で回収したエネルギーの活用による地域産業の振興、                              
災害時の防災拠点としての活用、民間事業者等との連携、リユース拠点としての活用等、        
地域に多面的価値を創出する廃棄物処理施設の整備を進める。 ３



主な記載内容

３．廃棄物処理施設整備事業の実施に関する重点目標

ごみのリサイクル率 （一般廃棄物の出口側の循環利用率） 20％→28％

一般廃棄物最終処分場の残余年数 2020年度の水準（22年分）を維持

期間中に整備されたごみ焼却施設の発電効率の平均値 20％→ 22％

廃棄物エネルギーを地域を含めた外部に供給している
施設の割合  

41％→ 46％

浄化槽整備区域内の浄化槽人口普及率  58％→ 76％以上

先進的省エネ型浄化槽導入基数 
家庭用33万基→75万基
中・大型9千基→27千基

(参考１)本計画に基づく補助指標(一例)

補助指標 CO2排出削減見込量(※1)

廃プラスチックのリサイクルの促
進によるCO2排出削減見込量

640万トンCO2

一般廃棄物焼却施設における
廃棄物発電の導入によるCO2
排出削減見込量

91～157万トンCO2

浄化槽の省エネルギー化による
CO2排出削減見込量

12.3万トンCO2

※１ CO2排出削減見込量については地球温暖化対策計画に基づく2030年度目標

（参考２）第四次循環型社会形成推進基本
計画におけるごみ排出量の目標値（※２）

１人１日当たりのごみ排
出量 

約850g/人/日

１人１日当たりの家庭系
ごみ排出量 

約440g/人/日 

事業系ごみ排出量 約1,100万トン

※２ ２０２５年度を目標年度とするもの
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